
土壌汚染状況調査・対策に関する
実態調査結果（平成１８年度）

社団法人 土壌環境センター

資料４



0

400

800

1,200

1,600

2,000

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000
受注高

受注件数

1．受注実績の推移

・土壌汚染調査・対策事業は法施行前の１４年度に比べ

受注件数で４．３２倍、受注高で３．６０倍

・（社）土壌環境ｾﾝﾀｰ会員

対象171社、回答135社

受注実績116社(18年度)

・前年度比では

受注件数で１．３７倍

受注高では１．２３倍

(件)
(億円)



２．受注実績の推移（調査・対策別）
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・土壌汚染調査・対策事業の受注件数合計１４,７９０件

・その内の法対象調査は１％、同対策は３％
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・土壌汚染調査・対策事業の受注高合計 １,９９３億円

・その内の法対象調査６％、同対策９％
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（自主調査受注件数 ）

5．自主調査・自主対策の契機

自主調査の契機別受注件数
（複数回答あり）

自主対策の契機別受注件数
（複数回答あり）

（自主対策受注件数 ）
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